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家族経営協定締結農家数について 

 

 本調査は、令和６年３月 31 日現在の家族経営協定締結農家数（普及指導センター等が

把握している家族経営協定を文書により締結している農家数）について、都道府県の協

力により、就農・女性課がとりまとめたものである。 

 

 

 １ 家族経営協定締結農家数 

 令和６年３月 31 日現在の締結農家数は全国で 59,587 戸となり、前年（令和５年

３月 31 日現在）に比べ 433 戸（0.7％）減少した。 

なお、令和５年度中の新規の締結農家数は 1,423 戸であり、前年（令和５年３月 31

日現在）に比べ 188 戸（11.7％）減少した。 

 

 

 

注．各年とも 3 月 31 日現在。 

 

 

 

 

 

（単位：戸） 



 

 

 ２ 都道府県別締結農家数 

 都道府県別にみると、北海道（5,234 戸)、栃木（4,068 戸）、熊本（3,562 戸）、

長野（3,269 戸）、茨城（2,857 戸）の順で締結農家数が多い。 

     前年からの増加数をみると、宮崎（59 戸、2.7％増）、栃木（55 戸、1.4％増）、

愛知（52 戸、2.8％増）、山梨（49 戸、12.2％増）、千葉（46 戸、2.1％増）の順に

多くなっている。 

 

 ３ 家族経営協定の取決め内容、締結の理由、締結の支援先 

ワークライフバランスの推進及び協定を締結するに当たっての視点や動向等を把握

・分析する観点から、以下の内容について調査を実施した。 

 

（１）家族経営協定の取決め内容（複数回答） 

       令和５年度中に締結した協定（新規締結又は内容の見直し等により再締結した

もの。以下同じ。）の取決め内容として多かったものは、「労働時間・休日」（93.5

％）、「農業経営の方針決定」（93.0％）、「農業面の役割分担（作業分担、簿

記記帳等）」（85.4％）、「労働報酬（日給・月給）」（72.2％）などとなって

いる。 

 

取決め内容 令和５年度 

労働時間・休日 93.5％ 

農業経営の方針決定 93.0％ 

農業面の役割分担（作業分担、簿記記帳等） 85.4％ 

労働報酬（日給・月給） 72.2％ 

収益の配分（日給・月給以外の利益の分配） 66.1％ 

経営移譲（継承を含む） 52.5％ 

生活面の役割分担（家事、育児、介護） 45.0％ 

労働衛生・健康管理 43.8％ 

 

  



 

 

（２）締結の理由（複数回答） 

       令和５年度中に締結した協定の締結理由として多かったものは、「親世代から

の経営継承のため（経営主の世代交代）」（24.3％）、「新規就農（結婚就農、

前職退職等を含む）」（21.4％）などとなっている。 

 

締結の理由 令和５年度 

親世代からの経営継承のため（経営主の世代交代） 24.3％ 

新規就農（結婚就農、前職退職等を含む） 21.4％ 

就農準備資金・経営開始資金（旧農業次世代人材投資

資金）活用のため 
17.3％ 

定期的な見直しのため（年に１回見直すこととしてい

る等） 
17.0％ 

農業者年金への助成のため 8.9％ 

   

 

（３）締結の主な支援先等（複数回答） 

       令和５年度中に締結した協定の締結時の主な支援先等として多かったものは、

「市役所職員」（66.4％）、「普及指導員等（都道府県）」（25.1％）、「農業

委員」（23.2％）などとなっている。 

 

主な支援先等 令和５年度 

市役所職員 66.4％ 

普及指導員等（都道府県） 25.1％ 

農業委員 23.2％ 

JA 指導員等 19.2％ 

農業者等（先に締結した同業者） 2.1％ 

 

 【本内容に関する問合せ先】 

   経営局就農・女性課女性活躍推進室 

   小屋松・大河原 

  03-3502-6600（直通） 

 



 

 

令和６年 令和５年
締結農家数① 締結農家数②

北海道 5,234 5,351 ▲ 117 ▲ 2.2

青　森 1,347 1,331 16 1.2

岩　手 2,050 2,022 28 1.4
宮　城 838 812 26 3.2
秋　田 686 683 3 0.4
山　形 1,069 1,062 7 0.7
福　島 1,105 1,085 20 1.8
東北計 7,095 6,995 100 1.4

茨　城 2,857 2,995 ▲ 138 ▲ 4.6

栃　木 4,068 4,013 55 1.4
群　馬 2,133 2,167 ▲ 34 ▲ 1.6
埼　玉 1,868 1,887 ▲ 19 ▲ 1.0
千　葉 2,256 2,210 46 2.1

東　京 535 509 26 5.1

神奈川 178 180 ▲ 2 ▲ 1.1
山　梨 452 403 49 12.2
長　野 3,269 3,233 36 1.1
静　岡 936 905 31 3.4
関東計 18,552 18,502 50 0.3

新　潟 1,272 1,309 ▲ 37 ▲ 2.8

富　山 293 289 4 1.4
石　川 307 298 9 3.0
福　井 310 330 ▲ 20 ▲ 6.1
北陸計 2,182 2,226 ▲ 44 ▲ 2.0

岐　阜 661 653 8 1.2

愛　知 1,883 1,831 52 2.8
三　重 398 412 ▲ 14 ▲ 3.4
東海計 2,942 2,896 46 1.6

滋　賀 229 227 2 0.9

京　都 307 309 ▲ 2 ▲ 0.6
大　阪 41 37 4 10.8
兵　庫 199 196 3 1.5
奈　良 241 229 12 5.2
和歌山 1,027 1,035 ▲ 8 ▲ 0.8
近畿計 2,044 2,033 11 1.1

鳥　取 431 409 22 5.4

島　根 216 215 1 0.5
岡　山 788 764 24 3.1
広　島 148 140 8 5.7
山　口 357 350 7 2.0
徳　島 1,166 1,140 26 2.3
香　川 439 435 4 0.9
愛　媛 1,189 1,206 ▲ 17 ▲ 1.4
高　知 1,069 1,060 9 0.8

中国四国計 5,803 5,719 84 1.5

福　岡 2,329 2,622 ▲ 293 ▲ 11.2

佐　賀 1,428 1,417 11 0.8
長　崎 2,390 2,383 7 0.3
熊　本 3,562 3,878 ▲ 316 ▲ 8.1
大　分 1,296 1,285 11 0.9
宮　崎 2,283 2,224 59 2.7
鹿児島 1,896 1,938 ▲ 42 ▲ 2.2
九州計 15,184 15,747 ▲ 563 ▲ 3.6

沖　縄 551 551 0 0.0

合　計 59,587 60,020 ▲ 433 ▲ 0.7

（注）各年とも3月31日現在

（注） （注）
①－② (①÷②-1)×100

都道府県別家族経営協定締結数

都道府県名 実数 増減率

（単位：戸、％）


